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資料１ 

 

「介護労働安定センターの組織及び運営に係る検討会」開催要綱 

 

 

１ 趣旨 

  「厚生労働省独立行政法人・公益法人整理合理化委員会」報告書において、 

指定法人については、「指定根拠法令の検討を通じて、その在り方を全面的 

に見直す。その検討は、関係する審議会等で行うこととする。」とされてい 

る。 

  このため、労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会において 

審議を行ったところ、同部会において、「財団法人介護労働安定センターに 

関する指定法人制度の在り方、指定基準の在り方、財団法人介護労働安定セ 

ンターを指定法人とする妥当性については、同センターが平成 25年度を目途 

に交付金依存体質を改めることに向け、財団法人介護労働安定センターの組 

織や運営の在り方について、別途設置する検討会の結論を踏まえた上で、改 

めて検討を行うべきである」と決定されたところである。 

  この決定に基づき、介護労働に関係する者の意見を幅広く反映するため、

介護労働に係る学識経験者、使用者代表、労働者代表、介護事業者から構成

する「介護労働安定センターの組織及び運営に係る検討会」（以下「検討会」

という。）を開催する。 

 

２ 検討事項 

（１）介護労働安定センターの組織や運営の在り方 

（２）平成 25年度以降交付金依存体質を改めるための、介護労働安定センター 

の事業運営  など 

 

３ 構成 

（１）検討会は厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局が学識経験者等の参 

集を求めて開催する。 

（２）検討会の委員は、学識経験者、使用者代表、労働者代表、介護事業者団 

体から参集を求めた６名とする。 

（３）検討会に座長を置き、座長は検討会の運営を掌握する。 

（４）検討会は必要に応じて、委員以外の者の意見を聞くことができる。 

 

４ 運営 

（１）検討会は必要に応じて、年数回程度開催する。 

（２）会議、議事要旨を公開とする。ただし、特段の事情がある場合には座長 

の判断により、会議、議事要旨を非公開とすることができる。 

 

５ その他 

○ 検討会の庶務は厚生労働省職業安定局雇用政策課介護労働対策室及び職 

業能力開発局能力開発課が行う。 

○ この要綱に定めるもののほか、検討会に関し必要な事項は職業安定局雇 

用政策課長及び職業能力開発局能力開発課長が定める。 



 資料２ 

介護労働安定センターの組織及び運営に係る検討会 

（五十音順、敬称略） 

平成２３年１１月２４日現在 

 

 

 伊藤 彰久 日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局長 

 井上 悟  （社）全国老人福祉施設協議会副会長 

 因  利恵 （社）日本介護福祉士会常任理事 

 扇田 守  （社）全国介護事業者協議会専務理事 

 是枝 祥子 大妻女子大学人間関係学部教授 

 堀田 聰子 （独）労働政策研究・研修機構雇用戦略部門研究員 
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平成２４年７月 
（財）介護労働安定センターの概要 

 
１．設立年月日  平成４年４月１日 
 
２．所 在 地  東京都荒川区荒川７－５０－９ センターまちや５階 
 
３．基本財産   ８千万円 
 
４．設立趣旨    介護関係業務に従事する労働力への需要の増大に鑑み、介護労働者の雇

用管理の改善、能力開発及び向上等の措置を講ずることにより、介護労働

力の確保並びに介護労働者の福祉の増進を図ることを目的とする。 
 
５．設立準拠法及び交付金交付理由 
 （１）指  定  

介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成 4 年法律第63号）第１５条 
（指定の日  平成4年 7 月 1日） 

 （２）交付金の交付根拠 
    介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律第２３条 
      
６．組織と予算 
 （１）組織 
    本部、支部（４７支部（所）） 
 （２）２４年度予算（総額  ２，５８２百万円） 
    国庫交付金      １，７８５百万円 
    会費収入          ４９百万円 
    事業収入         ７４７百万円 
 
７．業務内容（24年度の交付金事業） 
 （１）雇用管理改善の事業 
    介護事業主に対して、介護労働者の雇用管理の改善、福祉の増進に係る手法に関する

相談援助及び介護労働関係情報等の総合的な収集・提供を行う。 
   ア 相談援助 
     主に小規模事業所や開業間もない介護事業所に対して、介護労働実態調査等で得ら

れた情報等を活用して個々の事業所の課題を把握し、必要な情報の提供や相談援助を

行う。課題に応じて社会保険労務士、中小企業診断士、経営コンサルタント等の専門

家に、また、介護労働者の健康確保に関する専門的な相談については、医師・看護婦

等に委嘱して実施する。 
   イ 介護雇用管理改善の好事例の情報提供（雇用管理サポートシステム） 
     雇用管理改善に関する好事例等の情報を入手できるほか、事業主が自ら雇用管理改

善についての簡易な診断を行うことができるシステムをホームページ上で運営。 

資料３ 
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ウ 介護労働実態等調査 
     雇用管理改善に資する基礎資料として、事業所における介護労働の実態及び介護労

働者の就業の実態等を調査・把握する。 

    
 （２）能力開発の事業     
   ア 介護労働講習 

介護労働力の確保のため離転職者を対象として、再就職を容易にするために必要な

知識・技能を習得させるため、介護職員基礎研修（５００時間）を行う。また、モデ

ル的に実務者研修も行う。 
   イ 介護労働者のキャリア形成に関する相談援助 
     介護労働者の職業キャリア形成の支援等を促進するため、介護事業主及び介護労働

者に対し、相談助言やキャリア・コンサルティング等を行う。 
 
８．業務内容（２４年度の自主事業） 
 （１）雇用管理改善の事業 
   ア 傷害補償（介護事業者用）事業 

     介護労働者が業務上等の偶発的な事故によって傷害や感染症に罹患した場合の補償

する制度の運用を行う。 
   イ ケア・ワーカー等支援事業 
     家政婦職業紹介所に登録のケア・ワーカーの就業中の事故補償等の制度運用を行う。 
   ウ 介護労働シンポジウムの開催 
     介護労働者の改善等について、広く介護関係者に対して普及･啓発を行うこととして、 

「介護の日」に関連して開催する。 
 

 （２）能力開発の事業  
   ア 介護労働講習 
     介護労働者及び介護労働者になろうとする者に対して、資格の取得又は技能の向上

等介護業務に必要な知識・技能を習得させるための講習を行う。 
      
 （３）介護支援事業 
   ア 出版物の刊行・販売 
     介護労働者の質の向上及び雇用管理改善に資するために書籍・ビデオの発行、情報

誌の刊行を行う。 
   イ 介護事業者ホームページ支援 
     事業周知並びに人材確保の支援ため、ホームページの作成支援を行う。 
 
９．賛助会員数（平成２４年７月現在） 
  法人会員   ２，１９５法人 
  個人会員     ３５３名 



「介護労働安定センターの組織及び運営に係る検討会」 
中間報告概要 

  
 全指定法人は、指定根拠法令の検討を通して、その在り方を全面的に見直す。その検討は、関係する審議会等
で行うこととする。 

厚生労働省独立行政法人・公益法人整理合理化委員会 指摘 

  
 財団法人介護労働安定センターに関する指定法人制度の在り方、指定基準の在り方、財団法人介護労働安定
センターを指定法人とする妥当性については、同センターが平成25年度を目途に交付金依存体質を改めることに
向け、財団法人介護労働安定センターの組織や運営の在り方について、別途設置する検討会の結論を踏まえた
上で、改めて検討を行うべきである。 

職業安定分科会雇用対策基本問題部会 報告 

  
  

介護労働安定センターの組織及び運営に係る検討会中間報告 

○これからの介護労働安定センターの役割 

ヒアリング等の結果、以下の役割が期待されている 
(1)国の代替機能への期待 
 ①キャリアパス、助成金等に関する相談 
 ②採用や雇用管理で困った時の相談 等 
(2)専門性の向上 
 ①  専門性の高いセミナーの実施 
 ② 研修計画の作成支援・販売 等 
(3)地域における関係機関との連携 
 ① 人材確保対策をはじめとした地域の問題の解 
  決機能 
 ② 地域に根ざした活動及びそれらの情報に基づ 
  く行政への提言 等 

ヒアリング等の結果を踏まえ、以下の役割を強化 
(1)国の代替機能 
  国の機能を代替する、雇用管理相談、介護労 
 働講習を引き続き実施 
(2)専門性の向上 
  雇用管理相談機能、能力開発機能を強化し、 
 介護労働についての専門性をさらに向上 
  他の機関では提供できないサービスの提供 
(3)地域における関係機関との連携 
  地域の関係者を集めた、介護人材確保のプラッ 
 トフォームを都道府県ごとに設置 
(4)人材の発掘・定着 
  介護人材を発掘、育成するための幅広い研修 
 の実施 

○交付金依存体質改善のための方策 

・交付金は 「雇用戦略・基本方針2011」においても「行 
 政刷新会議の指摘を踏まえた無駄の排除の徹底の 
 観点から点検を行い、より、効率的・効果的な事業と 
 して必要な見直しを行った上で今後とも実施する」と  
 の指摘 
・介護労働安定センターの全体の経費に占める交付 
 金の割合（交付金率）についても、平成２５年度を目  
 途に介護労働安定センターが交付金に依存してい 
 る状態を改める 

(1)自主事業の拡大（例） 
 ①高度な内容の相談の自主事業化等 
 ②ニーズに応じた情報提供の実施 
 ③都道府県で行う能力開発事業の積極的受託 
 ④ 賛助会員加入促進 

(2)交付金用途の特化・重点化 
 ①雇用管理相談の特化・重点化 
 ②能力開発事業の重点化 
 ③ニーズに応える調査研究の実施 

平成25年度を目途に交付金依存体質を改めることについて中心に議論 
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○介護事業主が介護労働安定センターに 
 期待すること（ヒアリング、アンケート調査 
 の実施） 
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厚生労働省省内事業仕分け （財団法人介護労働安定センター） 
仕分け人（６名）の評決結果 

 
１－① 事務・事業（雇用安定事業（交付金）） 
 

改革案では不十分 

０人 ①事業そのものを廃止 

０人 
②事業の効率性を高めた上で、交付金を廃止し、国で直接実

施 

２人 
③事業の効率性を高めた上で、交付金を廃止し、自治体へ事

業を移管し実施 

０人 
④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人へ交付金を交付

し実施 

６人 ４人 
⑤法人で事業継続するが、更なる見直しが必要（実施方法の

見直し・交付金の削減など） 

改革案が妥当 
― 

０人 

 
＜具体的な意見＞ 

【③事業の効率性を高めた上で、交付金を廃止し、自治体へ事業を移管し実施】 
・ 現場に近い自治体がやるべき。 

自治体における継続的かつフォローアップと、自治体と介護事業者の相互話し合い体

制を確立すべき。（山内仕分け人） 
・ 離職が止まらないのではいくら供給しても追いつかない。理念は理解できるが、実態

が伴わないのであれば、労働関係法や介護保険上の指導権限を有する機関において実

施することも検討すべきである。（宮山仕分け人） 
【⑤法人で事業継続するが、更なる見直しが必要（実施方法の見直し・交付金の削減など）】 
・ 情報の共有化（センター内、センターと介護施設間）を高めるため、ホームページの

充実や、センターや介護施設間の情報交換の仕組み作りといった施策が必要。（木全

仕分け人） 
・ 成果の分析をもっと詳細に行って欲しい。事業所訪問数何件とあるが、そこに何人の

労働者がいるかわからない。大きい事業所のほうが効率的であるが、小さな事業所の

ほうがむしろ援助が必要と考えられる。（木全仕分け人） 
・ 奨励金は国直轄にすべき。介護労働に特化した事業の存続の意義が必ずしも感じられ

ない。民間への移行か職安での対応（あるいは分散）が考えられないのか。（菊池仕

分け人） 
・ 何件何人といった効果が見えず、評価しにくいという印象。（菊池仕分け人） 
・ 介護労働の充実は大変に重要な課題であるが、効果の算定をどう評価するかがより問

われる段階であると考えられる。（高田仕分け人） 

資料５ 
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・ 現在行われている事業による効果がどの程度あるのか不明。効果について具体的に示

すことができない場合は、効果なしと言わざるを得なくなる。雇用管理者の相談に応

ずることが雇用の安定につながる程度は非常に薄いと思われる。介護労働者の視点か

ら職場環境の改善を提示して行く方が、効果があるのではないか。（赤沼仕分け人） 
 
 
１－② 事務・事業（能力開発事業（交付金）） 
 

改革案では不十分 

０人 ① 業そのものを廃止 

０人 
②事業の効率性を高めた上で、交付金を廃止し、国で直接実

施 

０人 
③事業の効率性を高めた上で、交付金を廃止し、自治体へ事

業を移管し実施 

４人 
④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人へ交付金を交付

し実施 

６人 ２人 
⑤法人で事業継続するが、更なる見直しが必要（実施方法の

見直し・交付金の削減など） 

改革案が妥当 
― 

０人 

 
＜具体的な意見＞ 

【④事業の効率性を高めた上で、他の民間法人へ交付金を交付し実施】 
・ 能力開発事業は、モデル（テンプレート）の作成をセンターが作ったら、市町村・民

間へ移管すべき。（木全仕分け人） 
・ 民間参入を促進すること（多分野多業種の参入を図る規制緩和！）。年々自主事業収

入額が減っていることは市場ニーズの多様化と判断すべき。（山内仕分け人） 
・ 500 時間研修は中途半端であり、存続するとすれば介護福祉士取得と結びつける方が

よい。コーディネート事業は民間に委ねられないか。介護研修、教育全体の中で、本

当に能力開発事業として行うことがよいのかどうか広い視野で検討する必要がある。

（菊池仕分け人） 
・ 省庁合併前から雇用保険の事業として行っているが、そもそも二事業としてやるべき

ものなのかどうか。（菊池仕分け人） 
・ ５００時間研修の意義や受講者の需要が明確でない。多様な研修体系を構築するのな

らば、民間法人において実施することが望ましい。（宮山仕分け人） 
【⑤法人で事業継続するが、更なる見直しが必要（実施方法の見直し・交付金の削減など）】 
・ 研修の位置づけが曖昧な面があり、より研修におけるメリットの明確化が必要。今後

は外国人労働力を含めた労働力化も検討されてもいいのではないか。（高田仕分け人）  
・ インターネット等で様々な情報が入手できるので、研修コーディネ－ト業は必要が乏
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しい。（赤沼仕分け人）  
 
 
 
２ 組織・運営体制 
 

改革案では不十分 
― 

６人 

改革案が妥当 
― 

０人 

 
＜具体的な意見＞ 

・ 組織の収束案（クローズ）の策定を考えるべきと思う。（木全仕分け人） 
・ 事業（講習 etc）そのものを目的化するのでなく、介護現場全体の底上げに結びつけ

る事業に特化すべきだが、所詮は市場性。（山内仕分け人） 
・ 法人としての役割を果たされたものとして最低限の部分を残して自治体に委ねても

よいと考える。目的と成果を明確にした上で次のステップへ向けて今後の介護センタ

ーの有り様を検討すべき。（山内仕分け人） 
・ １－①、②を前提にすると組織自体の再編は避けられない。（菊池仕分け人） 
・ 一定の導入を果たした後は、都道府県などへの委託も考えられる。また、他の労働部

署での対応も検討されるべき。介護労働に関しては国全体の観点から処遇面も含めた

トータルな制度設計が必要。（高田仕分け人） 
・ 初期の目的から次の段階へ移行する段階である。場合によっては新しい組織にする必

要がある。介護労働者の処遇改善のための政策提言に取り組むべき。（高田仕分け人） 
・ 現場の事業所をきっちり指導することが必要。雇用安定事業は地方自治体の、能力開

発事業には民間の活用を考えた方がよい。（宮山仕分け人） 
・ 必要かつ効果的な事業に限定し、組織的体制もこれに見合ったものとすべきである。

役職員に占める公務員出身者が多いことは国民の批判を招かざるを得ない。さらに改

善が必要。（赤沼仕分け人） 
・ 介護職員の処遇改善に取り組んでいることに意義はある。しかしながら、介護センタ

ーがやらなければいけないという意味がわからない。例えば、雇用・雇用能力開発機

構でもできる。（赤沼仕分け人） 
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行政刷新会議「事業仕分け」（抄） 

 

（財）介護労働安定センター（交付金） 

交付金の廃止 
事業廃止  ６名 

実施主体を民間・地方等に変更  １名 

内容の見直しを行う  ４名 

予算要求の圧縮 ４名（うち～２０％ １名、～３０％ １名、～５０％ ２名） 

（注：重複あり） 

 

 

 

とりまとめ内容                                

（財）介護労働安定センター（交付金） 

この財団法人に交付金を交付するという形で事業を行うというやり方については、廃

止。（財）介護労働安定センターが、財団法人として独自に事業をされるということについ

ては、しっかりといい仕事をしていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料６ 
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雇用戦略・基本方針２０１１ （抄） 

 

 

Ⅱ．２０１１年度における主要政策 

 

（３） 雇用を「守る」 

 

③ 労働保険特別会計による事業 

 

・ 労働保険特別会計の雇用保険二事業（特定求職者雇用開発助成

金、若年者等正規雇用化特別奨励金、産業雇用安定センター補助金、

介護労働安定センター交付金等）及び社会復帰促進等事業（未払賃

金立替払制度、被災労働者への義肢・車椅子の支給、アスベストに

よる健康障害防止対策等）は、労働者保護や雇用のセーフティネッ

ト対策としての重要な役割や労使の議論を積み重ねてきた経緯を

踏まえるとともに、行政刷新会議の指摘を踏まえた無駄の排除の徹

底の観点から点検を行い、より効率的・効果的な事業として、必要

な見直しを行った上で、今後とも実施する。 

 



 

 

厚生労働省独立行政法人・公益法人整理合理化委員会報告書（抄） 

 

Ⅱ． 公益法人 

 

制度・慣行、契約などの問題に対し“横串”する形で、以下のように整理合理化を図る。 

 

① 

 

 

 

 

 

全国に 1 つの法人を指定して業務を実施させる指定法人については、介護労働安定セ

ンターを代表としてヒアリングを行ったが、そこからは指定された当時とは社会のニーズや状

況が変化しており、それに応じて指定法人としての業務内容も逐次見直されているとの説明

があった。 

各指定法人を取り巻く時代の要請にも変化があるため、業務内容の見直しもさることなが

ら、指定法人として当該業務を実施するという制度自体も検証が必要と思われる。ただし、

当該制度の採否は個々の政策と密接に関わるため、個別の検証が必要であり、この作業は

関係審議会等で行うべきと考えられる。 

また、特定の法人が既得権として長期にわたり指定による業務を実施するのではなく、よ

り適切な法人が選定されるための環境整備も必要ではないかと考えられる。 

 

 

② 

 

 

 

指定を受けて国家試験業務を実施している公益法人の例として、柔道整復研修試験財

団及び社会福祉振興・試験センターからヒアリングを行ったが、そこから、試験料を主たる財

源として実施される当該業務において、年度別に見て収支差益があることが明らかになっ

た。 

このような公益法人は、試験料等を独占的に得られる特別な地位を付与されているもので

あるため、まずは、試験料等を試験業務のコストを適正に反映したものにすべきであるが、そ

れにとどまらず、現在のコスト自体が適正かという観点からも、その水準を見直す必要があ

る。 

全指定法人は、指定根拠法令の検討を通して、その在り方を全面的

に見直す。その検討は、関係する審議会等で行うこととする。指定根

拠法令を存置する場合には、その指定先選定理由の情報公開、プロ

ポーザル方式を含む参入要件、新たな指定基準など「新ルール」を制

定する。 

国家試験、国家資格等の試験料、登録料等については、指定を受け

た法人が効率的に事業を行うのに必要な費用を賄うに足りる適正な

料金となるよう見直す。 

資料７ 



 

雇用対策基本問題部会報告 

 

 

 財団法人介護労働安定センターに関する指定法人制度の在り方、

指定基準の在り方、財団法人介護労働安定センターを指定法人とす

る妥当性については、同センターが平成 25年度を目途に交付金依存

体質を改めることに向け、財団法人介護労働安定センターの組織や

運営の在り方について、別途設置する検討会の結論を踏まえた上で、

改めて検討を行うべきである。 

検討会は、介護労働に関係する者の意見を幅広く反映するため、

介護労働に係る学識経験者、使用者代表、労働者代表、介護事業者

から構成するべきである。 

  

 

資料８ 



平成12年度 

(2000年度) 

平成24年度 

(201２年度) 

平成27年度 

(2015年度) 

（推計値） 

平成37年度 

(2025年度) 

（推計値） 

介護職員 55万人 149万人 
167～176万人 

（164～172万人） 

237～249万人 

（218～229万人） 

【出典】厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」、「医療・介護に係る長期推計」 

（注１） 平成27年度・平成37年度の数値は社会保障・税一体改革におけるサービス提供体制改革を前提とした改革シナリオによる。（）内は現状をそのまま将来に当てはめた現状投
影シナリオによる数値。 

（注２） ２０１５年、２０２５年の推計値に幅があるのは、非常勤比率の変動を見込んでいることによるもの。 

 ○ 介護保険制度の施行後、介護職員数は増加し、10年間で倍以上となっている。また、2025年には、 

  介護職員は更に1.5倍以上必要と推計されている。 

(平成22年10月１日現在) 介護保険施設 居宅サービス等 

合計 常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 

介護職員 
133.4万人 80.1万人 53.3万人 33.9万人 28.1万人 5.7万人 99.5万人 51.9万人 47.6万人 

60.0％ 40.0％ 83.2％ 16.8％ 52.1％ 47.9％ 

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 

介護職員の推移と見通し 

  資料９ 
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（出典）厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」 
 ※平成22年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、 
  当該3県を除く結果となっている。 
 

H22年 

有効求人倍率（介護分野）と失業率 
【平成16年度～23年度／年度別】 

有効求人倍率（介護分野）と失業率（季節調整値）
【平成22年1月～24年5月／月別】 

H23年 H24年 

介護関係職種の有効求人倍率の動き 
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（介護分野） 
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職業計 

介護関係職種 
介護平均 1.54倍 
 
全体平均 0.65倍  

(資料出所) 厚生労働省「職業安定業務統計」 
( 注) 介護関連職種は、ホームヘルパー、介護支援専門員、介護福祉士等のこと。 

都道府県別有効求人倍率（平成24年５月） 

都道府県別介護関係職種の有効求人倍率   資料１１   



（出典）厚生労働省「職業安定業務統計」 
   （注）１．就職率＝就職件数／新規求職者数   
      ２．介護関係職種＝福祉施設指導専門員、福祉施設寮母・寮父、その他の社会福祉専門の職業（介護福祉士、社会福祉士等）、 
       家政婦（夫）、ホームヘルパーの合計 

有効求人数と有効求職者数（介護関係職種） 
【平成16年度～23年度／年度別】 

就職率と就職件数（介護関係職種） 
【平成16年度～23年度／年度別】 

有効求人数 
 

求人数、求職者数、就職者数等   資料１２   
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離職率の状況 

【出典】産業計の離職率：厚生労働省「雇用動向調査」、介護職員の離職率：（財)介護労働安定センター「平成23年度介護労働実態調査」 
 （注１) 離職率＝１年間の離職者数÷労働者数 
 （注２）全産業平均：雇用動向調査における一般労働者（「常用労働者（期間を定めず雇われている者等）」のうち、「パートタイム労働者」以外の労働者）。 
 （注３）訪問介護員とは介護労働実態調査における「訪問介護員」をいい、介護職員とは同調査における「介護職員（訪問介護以外の介護保険の指定事
業所で働き、直接介護を行う者）」をいう。 

左側（濃い色）：正社員   右側（薄い色）：非正社員 
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る 

キ
ャ
リ
ア
に
応
じ
た
給
与
体
系
を
整
備
し
て
い
る 

仕
事
内
容
の
希
望
を
聞
い
て
い
る 

福
利
厚
生
を
充
実
さ
せ
、
職
場
内
の
交
流
を
深
め
て
い
る 

健
康
対
策
や
健
康
管
理
に
力
を
入
れ
て
い
る 

悩
み
、
不
満
、
不
安
な
ど
の
相
談
窓
口
を
設
け
て
い
る 

職
場
環
境
を
整
え
て
い
る 

新
人
の
指
導
担
当
・ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
置
い
て
い
る 

管
理
者
・リ
ー
ダ
ー
層
の
部
下
育
成
や
動
機
付
け 

能
力
向
上
に
向
け
た
教
育
研
修
に
力
を
入
れ
て
い
る 

職
員
の
仕
事
内
容
と
必
要
な
能
力
等
を
明
示
し
て
い
る 

子
育
て
支
援
を
行
っ
て
い
る 

そ
の
他 

特
に
方
策
は
取
っ
て
い
な
い 

（複数回答） 

早期離職防止や定着促進のための方策 

【出典】（財)介護労働安定センター「平成23年度介護労働実態調査」 

（％） 

  資料１４ 



 「適当・不足」とする事業所の推移 
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

適当（全体） 39.5％ 36.5％ 52.3％ 48.8％ 46.1％ 

不足（全体） 59.7％ 63.0％ 46.8％ 50.3％ 53.1％ 

訪問介護員 75.2％ 75.2％ 64.3％ 65.9％ 70.3％ 

介護職員 55.7％ 55.5％ 38.4％ 40.4％ 44.9％ 

 
注１： 回答事業所のうち、「大いに不足」「不足」「やや不足」とした事業所の割合。 「不足」とは、募集する必要のある状態をいう。 
注２： 「訪問介護員」「介護職員」は、職種別の過不足感を聞いたときに、注１のように回答した事業所の割合。 

 介護労働者の過不足状況 

 「不足」している理由 

【出典】（財)介護労働安定センター「介護労働実態調査」 

【出典】（財)介護労働安定センター「平成23年度介護労働実態調査」 

市区町村別 

【出典】（財)介護労働安定センター「平成23年度介護労働実態調査」 

政令指定都市、東
京23区（１） 

（１）以外の市・
区 

町・村、その他 

適
当 

訪問介護員 21.2% 29.2% 41.3% 

介護職員 49.4% 53.1% 53.7% 

不
足 

訪問介護員 78.3% 69.8% 57.5% 

介護職員 48.6% 44.1% 44.0% 

10人以下 10~19人 20~49人 50~99人 100人以上 

適
当 

訪問介護員 36.0% 25.9% 25.4% 34.6% 29.0% 

介護職員 61.6% 56.0% 48.4% 47.2% 42.1% 

不
足 

訪問介護員 61.7% 73.4% 74.1% 64.4% 71.0% 

介護職員 36.2% 41.6% 49.0% 50.4% 53.6% 

事業所規模別 

【出典】（財)介護労働安定センター「平成23年度介護労働実態調査」 
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困
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で
き
な
い
 

そ
の
他
 

無
回
答
 



【出典】 （財）介護労働安定センター「平成23年度 介護労働実態調査」 

産業別の賃金（常勤労働者） 

月給の者 日給の者 時間給の者 

平成23年度 平成22年度 平成23年度 平成22年度 平成23年度 平成22年度 

全体 216,086 216,494 8,323 8,269 1,086 1,116 

訪問介護員 188,975 189,718 8,313 7,882 1,235 1,249 

サービス提供責任者 224,791 224,791 7,663 7,796 1,127 1,202 

介護職員 195,247 196,142 7,648 7,550 898 896 

看護職員 264,395 262,717 10,184 9,902 1,380 1,384 

介護支援専門員 254,527 254,098 8,565 9,444 1,237 1,275 

生活相談員または支援相談員 237,230 236,526 7,346 8,213 969 966 

平均年齢（歳） 勤続年数（年） きまって支給する現
金給与額（千円） 

産業計 41.5 11.9 323.8 

医療・福祉 39.7 8.0 295.9 

社会保健・社会福祉・ 
介護事業 

40.0 7.1 239.5 

介護労働者の職種別所定内賃金 

【出典】厚生労働省「平成23年賃金構造基本統計調査」 
注１）常勤労働者とは、賃金構造基本統計調査の一般労働者（短時間以外 
   の労働者）をいう。短時間労働者とは、１日の所定労働時間が一般の労 
   働者よりも短い者、又は、１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで 
   も１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者をいう。 
   ２）きまって支給する現金給与額：労働協約、就業規則等によってあらかじ 
   め定められている支給条件、算定方法によって支給される現金給与
額。 
   基本給のほか、家族手当、超過労働手当を含むが、賞与は含まない。 
   なお、手取り額ではなく、所得税、社会保険料などを控除する前の額で 
   ある。 
 

介護労働者の賃金 

（単位 円） 

  資料１６   



労働条件等の悩み、不安、不満等（複数回答） （％） 

職場での人間関係等の悩み、不安、不満等（複数回答） （％） 

介護労働者の悩み・不安・不満等 

【出典】（財)介護労働安定センター「平成23年度介護労働実態調査」 

44.2 40.2 
36.1 

30.8 29.4 29.3 28.2 

19.8 
15.0  13.3 12.3 10.7 10.5 9.8 8.6 6.5 6.3 

3.3 
8.9 
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15 
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30 
35 
40 
45 
50 

仕
事
の
内
容
の
わ
り
に
賃
金
が
低
い 

人
手
が
足
り
な
い 

有
給
休
暇
が
取
り
に
く
い 

身
体
的
負
担
が
大
き
い
（腰
痛
や
体

力
に
不
安
が
あ
る
） 

休
憩
が
取
り
に
く
い 

業
務
に
対
す
る
社
会
的
評
価
が
低
い 

精
神
的
に
き
つ
い 

夜
間
や
深
夜
時
間
帯
に
何
が
起
き

る
の
で
は
な
い
か
と
不
安 

健
康
面
（感
染
症
、
け
が
）の 

不
安
が
あ
る 

労
働
時
間
が
不
規
則
で
あ
る 

福
祉
機
器
の
不
足
、
機
器
操
作
の
不

慣
れ
、
施
設
の
構
造
に
不
安
が
あ
る 

労
働
時
間
が
長
い 

不
払
い
残
業
が
あ
る
・多
い 

職
務
と
し
て
行
う
医
的
な
行
為
に 

不
安
が
あ
る 

雇
用
が
不
安
定
で
あ
る 

仕
事
中
の
怪
我
な
ど
へ
の
補
償 

が
な
い 

正
規
職
員
に
な
れ
な
い 

そ
の
他 

特
に
悩
み
、
不
安
、
不
満
等
は
感
じ

て
い
な
い 

22.7 22.0  20.4 20.1 18.1 
14.8 12.6 11.7 

2.9 

29.7 

0 
5 

10 
15 
20 
25 
30 
35 

ケ
ア
の
方
法
等
に
つ
い
て
意
見

交
換
が
不
十
分 

部
下
の
指
導
が
難
し
い 

経
営
層
や
管
理
職
等
の
管
理
能

力
が
低
い
、
業
務
の
指
示
が
不

明
確
、
不
十
分
で
あ
る 

自
分
と
合
わ
な
い
上
司
や
同
僚

が
い
る 

上
司
や
同
僚
と
の
仕
事
上
の 

意
思
疎
通
が
う
ま
く
い
か
な
い 

経
営
層
の
介
護
の
基
本
方
針
、

理
念
が
不
明
確
で
あ
る 

悩
み
の
相
談
相
手
、
相
談
窓
口

が
な
い 

上
司
や
同
僚
の
介
護
能
力 

が
低
い 

そ
の
他 

悩
み
、
不
安
、
不
満
等 

は
感
じ
て
い
な
い 

【出典】（財)介護労働安定センター「平成23年度介護労働実態調査」 
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48.3 

27.5 25.7 
19.5 18.0  14.9 11.5 9.7 6.1 4.0  1.9 

14.8 

0 
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20 
30 
40 
50 
60 

利
用
者
に
適
切
な
ケ
ア
が
出
来
て
い

る
か
不
安 

介
護
事
故
で
利
用
者
に
怪
我
を
負

わ
せ
て
し
ま
う
不
安 

利
用
者
と
家
族
の
希
望
が
一
致
し

な
い 

利
用
者
は
何
を
や
っ
て
も
ら
っ
て
も

当
然
と
思
っ
て
い
る 

利
用
者
の
家
族
が
必
要
な
サ
ポ
ー

ト
に
理
解
を
し
て
く
れ
な
い 

良
い
と
思
っ
て
や
っ
た
こ
と
が
利
用

者
に
理
解
さ
れ
な
い 

定
め
ら
れ
た
サ
ー
ビ
ス
以
外
の
仕

事
を
要
求
さ
れ
る 

利
用
者
の
行
為
が
理
解
で
き
ず
に

対
処
方
法
が
わ
か
ら
な
い 

利
用
者
や
そ
の
家
族
と
の
人
間
関

係
が
う
ま
く
い
か
な
い 

禁
じ
ら
れ
て
い
る
医
行
為
を
求
め

ら
れ
る 

そ
の
他 

特
に
悩
み
、
不
安
、
不
満
等
は
感
じ

て
い
な
い 

利用者及びその家族についての悩み、不安、不満等（複数回答） 

【出典】（財)介護労働安定センター「平成23年度介護労働実態調査」 

％ 



人材育成の取組みのための方策（複数回答） 
（％） 

介護事業所における教育訓練に関する取組み状況 

57.1 

34.8 
40.3 

34.7 
32.1 31.7 

40.3 

8.9 

0.9 
3.3 

7.7 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

教
育
・研
修
計
画
を
立
て
て
い
る 

教
育
・研
修
の
責
任
者
等
を
決
め
て
い
る 

採
用
時
の
教
育
・研
修
を
充
実
さ
せ
て
い
る 

職
員
に
後
輩
の
育
成
経
験
を
持
た
せ
て
い
る 

能
力
の
向
上
が
認
め
ら
れ
た
者
は
、
配
置
や
処
遇
に
反

映
し
て
い
る 

法
人
全
体
で
連
携
し
て
育
成
に
取
り
組
ん
で
い
る 

自
治
体
や
、
業
界
団
体
が
主
催
す
る
教
育
・研
修
に
は

積
極
的
に
参
加
さ
せ
る 

地
域
の
同
業
他
社
と
協
力
、
ノ
ウ
ハ
ウ
を
共
有
し
て
育

成
に
取
り
組
ん
で
い
る 

そ
の
他 

い
ず
れ
も
行
っ
て
い
な
い 

無
回
答 

【出典】（財)介護労働安定センター「平成23年度介護労働実態調査」 
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実施日 所在地 形態 介護労働安定センターの支援内容 介護労働安定センターに求めること

事業所Ａ 11月28日 東京都 訪問系

○22年度各種講習会・相談などの事業案内
○介護労働シンポジウムへの参加依頼
○研修コーディネート事業説明・指導
○ケアワーカー傷害補償手続の案内　　　　など

○介護事故への対応支援
○各都道府県にある拠点の維持

事業所Ｂ 11月28日 千葉県 訪問系
○雇用管理・研修計画についての相談援助などを行い
就業規則を作成した

○対人技法の研修を実施してほしい
○介護労働者のメンタルヘルス対応

事業所Ｃ 11月29日 神奈川県 施設系 ○雇用管理責任者講習
○介護センターには事業者の声を自治体に取り次いでほし
い。
○介護労働者のメンタルヘルス対応

事業所Ｄ 12月6日 新潟県
訪問系
施設系

○雇用管理コンサルタントによる相談援助
（人事考課制度整備）

○介護事故への対応支援
○東京で活躍する講師の研修を地元で受けたい

事業所Ｅ 12月9日 大阪府 施設系
○雇用管理に係る相談援助
（就業規則等諸規程整備、時間外手当の見直し等）

○中高生に介護の仕事について語りたいので仲介をしてほしい
○「なぜ介護の現場で働くのか」という意味を学ばせる研修の
実施

事業所Ｆ 12月12日 大分県 施設系
○雇用管理責任者講習
○研修コーディネート事業　など

○外国人労働者を受け入れる時の体制作りなど研修の充実
○発信型の情報提供
○育休、産休等の代替要員の派遣

事業所Ｇ 12月14日 静岡県 施設系 ○介護職員基礎研修　など
○介護労働者のメンタルヘルス対応
○地元同業者の賃金水準を教えてほしい

介護労働安定センターに係るヒアリング調査概要
資料１９ 
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資料２０ 

介護労働安定センターに係るニーズの把握に関する主な調査結果 

〈介護労働安定センターの認知度〉 
  知っている・・・６６％ 知らない・・・３３％ 不明・・・１％ 
  
〈認知されているサービス〉複数回答 全事業所が回答 

    
 
（介護センターを知ることとなったきっかけ）知っているものがある事業所が回答 

   
その他の記述 

 ・ホームヘルパー2 級の研修を受けたので ・社労士の紹介で ・助成金を申請したから 
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〈利用したことがあるサービス〉複数回答 知っているものがある事業所が回答 

    

 
（利用した理由）複数回答 利用したものがある事業所が回答 

    
その他の記述 

・受講したい講習だったから ・ハローワークから紹介されたから ・安価だったから  

･ 無料だったから 

 

 

〈利用した際の満足度〉「利用したことがある」事業所が回答 

満足した・・・７８% 不満足だった・・・８％、不明・・・１４％ 
 
 

27% 

47% 

16% 14% 

5% 

16% 12% 

23% 

4% 
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〈今後も介護労働安定センターを利用したいか〉「利用し満足した」事業所が回答 
今後も利用したい・・・９３% 今後は利用したくない・・・４%  
不明・・・４％ 
 
〈有料になっても使いたいか〉「今後も利用したい」事業主が回答 

    
 
〈介護労働安定センターにあったらいいサービス〉複数回答 
 「今後も利用したい」事業主が回答 

    
 その他の記述 

  ・面接時にメンタル疾患を持った人の見分け方 ・厚生労働省の帳票など、難しい書類の書

き方指導 ・講師希望者の登録とあっせん ・中間管理職向け収支バランス理解のための研

修 

46% 

41% 

3% 5% 
6% 

無料でなければ利用しない 

地域の相場の50%程度までな

ら有料でも利用 

地域の相場の75%程度までな

ら有料でも利用 

地域の相場と同じ額でも利用 

不明 
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〈介護労働安定センターに期待すること〉複数回答「今後も利用したい」事業主が回

答 

    
その他の記述 

 ・小さな事業所は無料にしてほしい ・就業あっせん  

・わからないことを明確に教えてほしい ・身近な機関であってほしい 

 
調査対象事業所の概要 
 2,000 事業所に調査票を送付したところ、700 事業所から回答があった。 
（有効回答数 697 事業所） 回答率 35.0% 
〈法人格（経営主体）〉 
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〈従業員規模〉 

    
 〈サービス形態〉複数回答 

    
開業時期 

       

65% 

16% 

13% 

3% 2% 1% 

49人以下 

50人～99人 

100人～299人 

300人～499人 

500人以上 

不明 
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不明 



介護労働安定センターの「人材の確保」に向けた今後の役割 
交付金（国の代替機能） 

地域 全国 

自主事業 

・基本的な相談援助         
 （ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ性） 

・就職説明会 
・ﾈｯﾄﾜｰｸ、ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ（魅力ある職場づくりなど、介護
に関する話し合いの場）の構築 
  

 

・都道府県等地域の要請に基づく介護労働者のキャリア形成 

・労働市場情報 
・労災保険の加入促 
 進、健康診断の受 
 診等の促進等 
 

・専門的かつ高度な相談 
・援助（キャリアパス構築
支援） 
・雇用管理責任者講習 

・雇用管理実態調査 
・行政への政策提言 

介護労働講習  
 ・基礎研修 
 ・実務者研修 

多様性 専門性 

・行政機関との窓口（意見集約機能） 

・助成金情報、労働市場情報の
加工・提供 

※ ゴシック体は現在行っている事業（２４年度以前実施分を含む。） 
※ 下線付き明朝体は今後実施する事業 

・事業所見学会、・インターンシップ促進、・学校と事業所のコー
ディネート 
・他団体（ＨＷ、介護福祉士会、民間の教育訓練機関、人材セ
ンター 等）との連携による事業 
 
 

 

資料２１ 

・専門性の高い研修（医療行為関係、ﾀｰﾐﾅﾙｹｱ、認知症対策、
感染症対策、対人技法、人事評価、 介護記録研修等）や、セ
ミナー（介護業界紹介セミナー等）の実施及び外部専門家(機
関)の紹介 
 

 ・介護事故対応支援、ﾒﾝﾍﾙ対策、経営支援、IT化支援等専門
家(機関)の紹介 
 

 

・賛助会員加入促進 
・介護関連情報に関
するメールマガジン配
信等インセンティヴの
向上 
 
 

 

・研修、セミナー等
の周知 



【能力開発】 【雇用管理】 

地域において求められる介護労働安定センターの役割 

介護労働安定センター 
支部（所） 

社会保険労務士 
中小企業診断士等 

介護事業所 
 
 

地域の各関係機関と連携した一体的な 
雇用管理改善援助事業、能力開発事業の展開 

医師、看護師 
臨床心理士 

産業カウンセラー 

介護関係団体等 
（日本介護福祉士会、

旧能開機構等） 

医療・介護 
技術支援 

専門的支援 

介護 
サービス 

情報収集 
受託事業 相互支援（※） 

資料２２ 

現 在 
将 来  

養成施設 
(403) 

(352,711) 

社会福祉協議会 
福祉人材ｾﾝﾀｰ 

(1,928) 

学校 
（中学・高校） 

(15,913) 

括弧内の数値は機関数。ただし、それぞれの調査時点が異なるため参考値として示した。 
なお、介護事業所数は平成23年末のWAM NETに掲載された事業者数で用具の販売・貸与等を行っている事業所を含み、学校数は「平成22年度学校基
本調査」(文科省)、ハローワーク数は23年度末の本所数、地方公共団体数は平成24年1月4日現在((財)地方自治情報センター)、医療・介護機関数は
「平成21年医療施設(動態)調査・病院報告」(厚労省)の一般病院数及び日本介護福祉士会の本部・支部数の合計、養成施設数は平成23年4月1日現在
のWAM NETに掲載された施設数、民間教育訓練機関数は平成22年度に実施された基金訓練の介護分野の機関数(厚労省能力開発課調べ)、社協・人材
センター数は「平成23年版 厚生労働白書」。 

(注)  

民間教育 
訓練機関 (534) 

医療・介護機関 
(7,703 ) 

(1,742) 
地方公共団体 

労  働  局 
ハローワーク (437) 

(47) 

※事業所情報の共有、 求人情 
  報の提供、 就職面接会の開 
  催、  合同での事業所訪問 

要介護者 

家族介護 

家 庭 

教
育
訓
練
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
協
議
会

介護労働者 



【交付金事業】・・・ 国が、あるべき状態の実現や確保・維持を目指すため、法令の範囲で予算措置した事業 
【自主事業】・・・・ 介護関係業務に従事する労働者について雇用管理の改善、能力の開発及び向上、労働力の需給調整に 
           対する支援等を行うために必要な事業を実施することにより介護労働者の職業の安定その他福祉の増 
           進に資する事業のうち、交付金以外の事業 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
  
                                     
  
 
   
 
     
  
 
  
 
 
 
        
 
                 

資料２３ 自主事業の拡充について 

（ヒアリングでの意見・要望） （対応区分） 

ヒアリング調査で聞き取った意見・要望の対応 

・介護事故への対応 
・対人技法の研修 
・有名講師による講演 
・外国人介護労働者の受入体制作りのための研修 
・介護技術（バリデーション）等の講習 

講  習  ・  訓  練 

・介護労働者のメンタルヘルス 
・育児、産休等の代替要員の派遣 
・事業所の声の自治体への取次ぎ 
・中学、高校の教員を対象とした講習 
・中学生、高校生を対象とした「介護」の意義の教育 

直  接 ・代替サービス 

・地元同業者の賃金水準を知りたい 
・情報発信（情報提供） 
・入所者情報のＩＴ管理化の事例紹介 
・県、市の研修情報の一元的提供 

情 報 発 信 ・ 調 査 

経   営   支   援 

 特に情報発信は多くの事業所に迅速に必要な情報を提供で
きるメールマガジン、SNS（ｿｰｼｬﾙ・ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ/社会的
ﾈｯﾄﾜｰｸをｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で構築するｻｰﾋﾞｽ）といった方法が考えら
れる。 

・介護事故への対応 
・経営分析のサービス 



プラットフォームメンバーが

【相談】 個々の相談にも応じる

　 【回答】

相談

地域における介護人材確保のプラットフォーム(当面の姿）（案）

地 域 の 介 護 事 業 所 

人材確保・定着 
 

総合的支援 

  地域における介護人材確保のプラットフォーム （地域における介護労働に関する情報交換の場 仮称 介護労働懇談会）                

労働局、ハローワーク、自治体、養成施設、社会福祉協議会福祉人材センター、専門職団体、労働組合、事業主団

体、介護事業所、社会保険労務士、中小企業診断士、医師、看護師、臨床心理士、介護労働安定センター等 

＊介護労働安定センターが事務局を務める 

プラットフォームでは、個々の事業主が現に必要とするニーズ（将来的なものも含め）

に関し、関係機関の連携をリード・サポートする（例） 

新しい介護技術につ

いて研修して欲しい

新しい介護技術の研

修が出来る医師等の

専門家 

介護業界に詳しい社

会保険労務士を探し

ている事業主団体 

情報提供可能な社会

保険労務士 

 
地域の介護関係者による 
情報交換と情報共有 

   
安心して働ける職場環境の構築の促

進により職場定着等が期待される 

 
介護事業者の雇用管理改善

による処遇等の向上 

  

他に合同面接会の実施、「介護の日」における協力など 

  資料２４ｰ１   



【相談】 プラットフォームメンバーが

個々の相談にも応じる

　 【回答】

相談

地域における介護人材確保のプラットフォーム将来像（案）

地 域 の 介 護 事 業 所 

人材確保・定着 

総合的支援 

地域における介護人材確保のプラットフォーム （地域における介護労働に関する情報交換の場 仮称 介護労働懇談会）                 

労働局、ハローワーク、自治体、養成施設、社会福祉協議会福祉人材センター、専門職団体、労働組合、事業主団体、介

護事業所、社会保険労務士、中小企業診断士、医師、看護師、臨床心理士、介護労働安定センター等 

＊介護労働安定センターが事務局を務める 

部会の設置（地域の実情に応じて弾力的に） 

労働市場戦略部会 
（地域労働市場の調査研

究と労働市場戦略の策定） 

人材育成戦略部会 
（人材育成と採用） 
 

介護の仕事イメージ作り

部会（事業者と学校との関

係作り等） 

労務管理部会 
（先行事例蓄積、情報共有

と更新） 

○地域の労働市場調査の実施 ○「地域介護労働ビジョン」の策定  ○メールマガジンの発行  ○ホームページの開設  ○事業所見学会等 

  資料２４ｰ２   



(財)介護労働安定センターの主な業務実績と交付金額の推移 

注 交付金額は決算ベース。 

  平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

 交付金額（注） 6.5億円 5.2億円 精査中 

 相談援助実施件数 121,604件 74,677件 63,665件 

          

  平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

 交付金額（注） 8.6億円 6.6億円 精査中 

 介護職員基礎研修 

実施回数 55回 47回 47回  

受講者数 2,203人 1,848人 1,881人 

就職率 86.8% 86.7% 88.8% 

 研修コーディネート事業相談件数 30,783件 30,898件 29,463件 

 研修コーディネート事  
 業能力開発セミナー 

開催回数      52回 46回 49回 

参加事業所数 1,678社 1,751社 1,605社 

参加者数 2,021人 2,332人 1,991人 

受講者満足度 89.4% 88.7% 89.8% 

１．雇用管理改善等援助事業 
 

２．介護労働者能力開発事業 

資料２５ 



介護労働安定センターの予算・決算の推移 

１．予算ベース 

注１ 年間収入に占める交付金額の割合 
注２ 交付金に占める管理費の割合 
注３ 収支予算書の事業活動収入の合計。端数処理の関係上、自主事業収入と交付金との合計額と一致しない場合がある。 

  21年度 22年度 23年度 24年度 

自主事業収入 6.6億円 6.6億円 7.2億円 8.0億円 

管理費 13.1億円 10.0億円 7.1億円 7.1億円 

能開事業費 9.1億円 7.6億円 6.8億円 6.8億円 

安定事業費 8.3億円 6.2億円 4.1億円 4.0億円 

交付金計 30.5億円 23.8億円 18.0億円 17.9億円 

年間収入計(注3) 37.0億円 30.4億円 25.2億円 25.8億円 

１ 

資料26-1 

交付金依存率(注1) 

管理費比率(注2) 
 



介護労働安定センターの予算・決算の推移 

２．決算ベース 

注１ 年間収入に占める交付金額の割合 
注２ 交付金に占める管理費の割合 
注３ 決算書における収支計算書の事業活動収入の交付金収入額から交付金の返還支出額を除いたもの。 

8.1億円 6.5億円 5.2億円 

9.3億円 8.6億円 

6.6億円 

13.8億円 

12.3億円 9.4億円 

6.7億円 

8.4億円 

7.0億円 

82.4% 

76.6% 75.2% 

44.1% 
44.9% 44.5% 

0.0% 

10.0% 

20.0% 

30.0% 

40.0% 

50.0% 

60.0% 

70.0% 

80.0% 

90.0% 

0.0億円 

5.0億円 

10.0億円 

15.0億円 

20.0億円 

25.0億円 

30.0億円 

35.0億円 

40.0億円 
安定事業費 能開事業費 管理費 自主事業収入 

交付金依存率(注1) 

管理費比率(注2) 

  20年度 21年度 22年度 

自主事業収入 6.7億円 8.4億円 7.0億円 

管理費 13.8億円 12.3億円 9.4億円 

能開事業費 9.3億円 8.6億円 6.6億円 

安定事業費 8.1億円 6.5億円 5.2億円 

交付金計 31.2億円 27.4億円 21.2億円 

年間収入計(注3) 37.9億円 35.8億円 28.2億円 

2 

資料26-2 


	中扉
	中間報告資料編リスト
	【資料1】開催要綱
	【資料2】委員名簿
	【資料3】240730_センターの概要（2407
	【資料4】検討会中間報告　概要
	スライド番号 1

	【資料5】220520_【最終版】評決結果
	【資料6】行政刷新会議「事業仕
	【資料7】厚労省独法・公益法人
	【資料8】雇用対策基本問題部会
	【資料9】介護職員の推移と見通
	スライド番号 1

	【資料10,11】中間報告資料（有効
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	【資料12】（Ｈ16～）
	スライド番号 1

	【資料13-17】240912 検討会中間報告資料（23'調査数値リバイス）
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

	【資料18】1023検討会中間報告資料(教育訓練)
	スライド番号 1

	【資料19】ヒアリングまとめ
	匿名

	【資料20】アンケート結果まとめ
	【資料21】介護センターの「人材
	スライド番号 1

	【資料22】地域において求められ
	スライド番号 1

	【資料23】自主事業の拡充につい
	スライド番号 1

	【資料24-1】プラットフォームの
	Sheet1

	【資料24-2】プラットフォームの
	Sheet1

	【資料25,26-1,26-2】センター業務実績
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3


